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はじめに
　韓国を旅行 したことがある友人に会うと、
「韓国ではセコムのシールが目立ち、日本よ
り普及 しているのではないか」と聞かれるこ
とがあります。
　実際に口本と韓国の国土や人口を比較する
と普及率では韓国が上のような気がします。
　韓国では 「セコム」が機械警備の代名詞に
なってお り、以前はライバル企業が 「セコム
しませんか?」 とセールス トークに弊社の社
名を使って営業をしていたと聞きました。
　海外進出において重要なことは良いパート
ナーと巡 り合うことです。韓国では、地元の
有力な企業で、且つセキュリティー事業に理
解のあるサムスングループと巡 り合うこと
で、将来へ向けてよいスター トを切ることが
出来ました。
　お客様の建物に設置した機器より送られた
異常信号 を受信 したコントロールセンター
が、緊急対処要員に対処指示を行い駆けつけ
るという、日本式(セ コム式)の 機械警備
サービスを提供 しているのは、日本、韓国、
台湾などアジア地域の国々が中心で、他の地
域では機器販売会社と対処する会社が違った
り、対処は警察が行うといった欧米方式が主
流となっています。
　韓国に欧米式の機械警備サービスが入って
来る前に、日本式のサービスを確立したのも
成功した一つの原因だと思います。
　日本 ・韓国 ・台湾は、単民族 ・儒教型国家
であり、脅威は外部にあり内部は家族的で安
全であると言った考えに立った警備が行われ
てきました。これに対し、東南アジアやイン
ドは、多民族 ・多宗教型国家であり、脅威は
外部にも内部にも混在しているという考え
で、セキュリティーは内も外もだが頻度から
言えば内が第一、外が第二 と言った状況で
す。
　このような背景 も、韓国において日本のセ
コム方式が成功した要因ではないかと考えら
れます。
　 しかし、設立当時は韓国では警備業という
業種はまだ一般的でなく今 日のように韓国で
セコムが機械警備の代名詞となるまでに至っ
た経緯を説明していきます。
創　立
　1977年11月、文鶴東氏と金山慶憲氏(京
者i)の お二人が資金を出し合い、韓国警備
実業株式会社を設立しました(用役警備業の
認可取得内務部　長官1号)。
　この会社がエスワンの前身です。
　その後、1978年に韓国警備保障株式会社
に社名変更 しましたが、経営に行 き詰まり
1980年にサムスングループの李乗詰会長に
経営支援を依頼しました。
　既に日本で警備保障会社が企業として栄え
ているのを知っていた、李乗晶会長は日本に
パートナーを探しに行き大手警備保障会社の
S社を訪問その後、日本警備保障(現 セコ
ム)の 創業者飯田亮とホテルオークラで会
い、意気投合した二人はその日のうちに話が
纏まり、合弁会社設立に向けて準備が始まり
ました。当時のサムソングループは、未だ現
在の大手グローバル企業へ成長する前で、製
造業が中心でした。故李会長は、サムソンは
サービス業に展開しておらず、何か自国のた
めになるサービス業を育てたいと考えてお
り、セキュリティー事業はこの思いにマッチ
したのだと聞いています。
　1981年、サムスングループ40%・日本警
備保障40%と文鶴東氏10%・金山慶憲氏
10%の割合で出資して韓国安全システム株
式会社に名称変更し、実質サムスングループ
と日本警備保障の合弁会社 とし韓国初の機械
警備会社の営業がスター トしました。
　李乗詰会長と飯田亮会長という、二人の創
業者だからこそ意思決定も早く半年足らずの
問で合弁会社設立ができたのだと思います。
　エスワンは、セコムにとって1978年1月
に業務提携を結び業務開始していた台湾の中
興保全股扮有限公司に次ぎ海外で2番 目のグ
ループ企業となりました。
創業期
　1980年7月に契約書を調印し合弁に関す
る法的手続 きを終え、1981年1月に韓国安
全システム株式会社に名称を変更し、同年4
月から本格稼動しました。
　 日本では、国内初の住宅用機械警備 「マイ
アラーム」が販売開始された年であり、口本
に遅れること約20年で韓国に本格的なシス
テム警備 ビジネスがスター トした と'言えま
す。
　創業期は常駐警備からスタートし、サムス
ングループの工場など、常駐警備の受注は伸
びましたが、機械警備の普及には非常に苦労
しました。
　警備業務はお客様 との信頼関係が一番重要
であり、韓国社会におけるサムスングループ
の信頼度は非常に高 く、お客様との信頼関係
を構築するのに非常に役立ちました。
　1966年に日本で機械警備を開始 した頃と
同 じような苦労をしたのではないでしょう
か?
　最初のシステム契約は、李乗詰会長のご自
宅でした。
　一般で初のシステム契約は、同年5月 の明
洞の貴金属店でした。
　当時は、日本の銀行が韓国に進出し始めた
時期とも重なり、日本の金融機関の契約も取
得することができ、徐々にではありますがシ
ステム警備の件数が増え1982年9月には契
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約件数が100件を超えました。
　1982年12月1口、日本警備保障株式会社
からセコム株式会社に社名を変更 しセコムも
又エスワンと同様に新たなスター トを切った
と言えるでしょう。
　当初のセコムの役割は機械警備のシステム
運用やノウハウを教えること、警備機器の販
売及び技術提供などでした。
中　期
　さらに規模が拡大してい くと、韓国安全シ
ステムで機器の国産化も始まり、自前で機器
開発もできるようになったために、日系企業
の多くが合弁解消や労使関係の問題で苦労す
るように、セコムからの独立の動きも徐々に
出てくるようになりました。
　エスワンでは、人事や管理といった経営面
はサムスン側で行い、業務面のノウハウ提供
はセコムからと役割分担を明確にしました。
　ここで平成13年6月に29回にわたり、 日
本経済新聞紙上に 『私の履歴書』と題して掲
載されました弊社創業者であります飯田亮の
エスワンに関する記事の一節をご紹介 しま
す。
私の履歴書P107より
『サムス ン側 は独自性を尊ぶ国民性か ら
か、当社が示す経営方針を最初は受け入れ
るが、後でことごとく変えようとする。
87年にイ ・ジョンチョル氏が亡 くなった
後、少なからず嫌気がさしてきた。訪韓し
て、後継会長のイ ・ゴンヒ氏に 「もう合弁
はやめましょう」と告げた。イ ・ゴンヒ氏
は直ちに幹部を招集し、「韓国側だけで何
でもできると思い込んではいけない。飯田
氏の言うことを良く聞け」と諭された。以
来、両社の関係は良好になり、氏の統率力
に感 心・したものだ。エスワンの経営も改善
し、台湾に続いて96年に上場している。
これまでの経験から、国内外を問わず、あ
らゆる事業は必ず危機に遭遇するものだと
思っている。相手がサムス ンでなかった
ら、乗り切れていなかったに違いない。』
　このように、紆余曲折を経てセコムからは
最新の技術や運用ノウハウを提供 し、エスワ
ンとの交流を深め、現在の良好な関係に至っ
ております。
　セコムからの支援もさることなが ら、自社
の営業努力により契約件数も増加し合弁設立
か ら13年後の1994年12月には契約件数も5
万件を達成 し売 り上げ も1,000億ウォンを超
えるようになりました。
　1996年1月には、セキュリティー企業と
しては初めて韓国の株式市場に上場 しまし
た。
　社名も韓国安全システムから 「エスワン」
に変更 し日本のセコム同様に警備業務だけで
なく社会に必要な企業になるための第一歩を
踏み出しました。
　株式公開に際 しては、日本セコムの影響が
非常に大きかったと聞いております。
　 目本で著名なセコムとサムスングループの
合弁会社が株式公開を行うということで、株
価が5,000ウォンから32万ウォンまで上昇 し
たとのことです。
　株式の公開でサムスングループとセコムの
合弁は必然的に解消され、セコムはエスワン
の筆頭株主になりました。
　これを機会に創業者の文鶴東氏と金山慶憲
氏が理事をやめ正式に退任 しました。
発展期
　このころになると、セコムブランドの機械
警備だけでなく、エスワンブランドの商品の
販売も開始 し順調に契約件数と自社ブランド
の売 り上げを伸ばしてきました。
　自社ブランドの販売でエスワンの技術力の
向上がお客様に認められたことになります。
　機械警備の販売方法は日本のセコムと同じ
で、機器は売却せずにお客様にレンタルし、
毎月の契約料金をいただく方式です。
　契約年数が経過するにしたがって減価償却
が減 り、利益が増加するという仕組みです。
　但 し、レンタル方式のビジネスモデルとそ
の価値を理解してもらうのに時間がかかった
ことも事実です。なぜならば、短期的にみる
と商品売却の方力涜 上が高く、単価の低いレ
ンタル方式で成果を出すにはある程度の期間
が必要となるからです。
数年で交代するエスワンの社長は、サムスン
グループの中で短期聞で成果が求められるた
め、即座に成果を出せる商品売却に目を向け
ますが、日本でのレンタル方式の成功例を説
明し理解してもらいました。
　 レンタル契約の仕組みのおかげで、契約件
数の伸びと共に経常利益も増え、経営が安定
すると共に積極的に新商品の開発に投資する
ことができるようになりました。
　1998年5月、国内で初めてシステム契約
(機械警備)契 約件数が10万件を超え、その
年の10月にISO9001の認証を獲得 しました。
　現在では、機械警備 は 「セコム」ブラン
ド、ホームマーケットは 「ヒュンエン」ブラ
ンド、機器の売却は 「サムスン」ブランドと
各カテゴリーでブランドを分けてお り、未来
に向けての新たな戦略を立てて進んでおりま
す。
未来ビジョン
　30数年前国内で初めて警備業界に進出し、
社会の安全に貢献 してきましたが、アラーム
業界の成長の鈍化に伴う国内的な要因や技術
の融合による多角的な競争の時代、国内 ・外
の経済環境の悪化に備え、新たな飛躍のため
に2020年までの経営 目標 を設定 しました。
それは、セキュリティー業界の世界 トップ
10に入 り、売 り上げ5兆 ウォン、営業利益
1兆ウォンの企業になることで、2009年の
3月に 「2020年ビジョン」を策定 しました。
　エスワンが目指すビジョンとは、生活の価
値を高める1→より安全な生活サービスの提
供で一段 と高い人生の質の価値創出"Pro-
vider　oflife　value"　⇒CareQ
社会 の安全 を守る1→ ハ イテクセキュ リ
ティーノウハウを元に社会の公益的な安全イ
ンフラ構築"Guardian　ofthe　public"
⇒Guard。
　C&Gで 生活安全、社会安全、環境安全、
産業安全の新規事業を推進していきます。
セコムとの関係
　当初は、セコムは機械警備に関する技術導
入や業務運用などのノウハウを教えることが
主でしたが、エスワンの発展と技術的な進歩
により口本から直接技術の導入は少なくなっ
てきました。
　変って2003年頃からは、研究 ・開発者を
相互に派遣する入事交流と共同研究開発に重
点を置いています。又、年に2回、 日本と韓
国で技術交流会を開催 し、新商品や研究テー
マの発表会により交流を深めています。
　この研究 ・開発者の派遣では若手を中心に
行うことで、今では派遣経験者が中核社員と
なり活躍し、国や社風の違いを越えてお互い
の交流がより深 く行われています。
　業務運用面でも30数年の歴史の中でノウ
ハウの蓄積ができ、全てをセコムか らという
ことは無くなり、日本で培われたノウハウを
韓国に適した独自の運用方法に転換するよう
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になりました。
　セコムの新規事業に対する運用や業務関係
に関するベ ンチマーキングを積極的に実施
し、エスワンに必要なものは積極的に取 り入
れています。
　理事構成においてもサムスン3名、セコム
3名(2名 は非常勤)社 外理事1名(非 常
勤)とバランスを保ってお り、経営はサムス
ン出身の代表理事社長を中心に韓国人社員が
行い、セコムからの出向者は日本企業に対す
る営業支援やノウハウ提供などセコムとの調
整が主な役目です。
　今後はエスワンの 「2020年ビジョン」の
実現にセコムとして出来るだけの関与をして
い くことが、未来に向けたエスワンとセコム
の関係をより強力なものにし、両社の発展に
繋がります。
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